
 

大気汚染防止法 

公布    ：昭和43年6月10日法律第97号 

 

 

第三章 自動車排出ガスに係る許容限度等 

（許容限度） 

第十九条 環境大臣は、自動車が一定の条件で運行する場合に発生し、大気中に排出される排出物

に含まれる自動車排出ガスの量の許容限度を定めなければならない。 

２ 自動車排出ガスによる大気の汚染の防止を図るため、国土交通大臣は、道路運送車両法に基づ

く命令で、自動車排出ガスの排出に係る規制に関し必要な事項を定める場合には、前項の許容限

度が確保されるとともに次条第一項の許容限度の確保に資することとなるように考慮しなけれ

ばならない。 

３ 環境大臣は、特定特殊自動車（特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成十七年法

律第五十一号）第二条第一項に規定する特定特殊自動車をいう。）が一定の条件で使用される場

合に発生し、大気中に排出される排出物に含まれる特定特殊自動車排出ガス（同条第三項に規定

する特定特殊自動車排出ガスをいう。次項において同じ。）の量の許容限度を定めなければなら

ない。 

４ 特定特殊自動車排出ガスによる大気の汚染の防止を図るため、特定特殊自動車排出ガスの規制

等に関する法律第五条に規定する主務大臣は、同条の技術上の基準を定める場合には、前項の許

容限度が確保されるように考慮しなければならない。 

第十九条の二 環境大臣は、前条第一項の許容限度を定めるに当たつて自動車排出ガスによる大気

の汚染の防止を図るため必要があると認めるときは、自動車の燃料の性状に関する許容限度又は

自動車の燃料に含まれる物質の量の許容限度を定めなければならない。 

２ 自動車排出ガスによる大気の汚染の防止を図るため、経済産業大臣は、揮発油等の品質の確保

等に関する法律（昭和五十一年法律第八十八号）に基づく命令で自動車の燃料に係る規制に関し

必要な事項を定める場合には、前項の許容限度が確保されるように考慮しなければならない。 

（自動車排出ガスの濃度の測定） 

第二十条 都道府県知事は、交差点等があるため自動車の交通が渋滞することにより自動車排出ガ

スによる大気の著しい汚染が生じ、又は生ずるおそれがある道路の部分及びその周辺の区域につ

いて、大気中の自動車排出ガスの濃度の測定を行なうものとする。 

（測定に基づく要請等） 

第二十一条 都道府県知事は、前条の測定を行なつた場合において、自動車排出ガスにより道路の

部分及びその周辺の区域に係る大気の汚染が環境省令で定める限度をこえていると認められる

ときは、都道府県公安委員会に対し、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）の規定による措

置をとるべきことを要請するものとする。 

２ 環境大臣は、前項の環境省令を定めようとするときは、あらかじめ、国家公安委員会に協議し

なければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により要請する場合を除くほか、前条の測定を行つた場合にお

いて特に必要があると認めるときは、当該道路の部分の構造の改善その他自動車排出ガスの濃度

の減少に資する事項に関し、道路管理者又は関係行政機関の長に意見を述べることができる。 

（国民の努力） 

参考資料３ 



 

第二十一条の二 何人も、自動車を運転し、若しくは使用し、又は交通機関を利用するに当たつて

は、自動車排出ガスの排出が抑制されるように努めなければならない。 

  



 

騒音規制法 

公布    ：昭和43年6月10日法律第98号 

 

 

第三章 特定建設作業に関する規制 

（特定建設作業の実施の届出） 

第十四条 指定地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建

設作業の開始の日の七日前までに、環境省令で定めるところにより、次の事項を市町村長に届け

出なければならない。ただし、災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必

要がある場合は、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 

三 特定建設作業の場所及び実施の期間 

四 騒音の防止の方法 

五 その他環境省令で定める事項 

２ 前項ただし書の場合において、当該建設工事を施工する者は、速やかに、同項各号に掲げる事

項を市町村長に届け出なければならない。 

３ 前二項の規定による届出には、当該特定建設作業の場所の附近の見取図その他環境省令で定め

る書類を添附しなければならない。 

（改善勧告及び改善命令） 

第十五条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する騒音が昼間、

夜間その他の時間の区分及び特定建設作業の作業時間等の区分並びに区域の区分ごとに環境大

臣の定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境が著しく損

なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、その事態を除去す

るために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特定建設作業の作業時間を変更

すべきことを勧告することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行つて

いるときは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方

法の改善又は特定建設作業の作業時間の変更を命ずることができる。 

３ 市町村長は、公共性のある施設又は工作物に係る建設工事として行われる特定建設作業につい

て前二項の規定による勧告又は命令を行うに当たつては、当該建設工事の円滑な実施について特

に配慮しなければならない。 

（許容限度） 

第十六条 環境大臣は、自動車が一定の条件で運行する場合に発生する自動車騒音の大きさの許容

限度を定めなければならない。 

２ 自動車騒音の防止を図るため、国土交通大臣は、道路運送車両法に基づく命令で、自動車騒音

に係る規制に関し必要な事項を定める場合には、前項の許容限度が確保されるように考慮しなけ

ればならない。 

（測定に基づく要請及び意見） 

第十七条 市町村長は、第二十一条の二の測定を行つた場合において、指定地域内における自動車

騒音が環境省令で定める限度を超えていることにより道路の周辺の生活環境が著しく損なわれ



 

ると認めるときは、都道府県公安委員会に対し、道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）の規

定による措置を執るべきことを要請するものとする。 

２ 環境大臣は、前項の環境省令を定めようとするときは、あらかじめ、国家公安委員会に協議し

なければならない。 

３ 市町村長は、第一項の規定により要請する場合を除くほか、第二十一条の二の測定を行つた場

合において必要があると認めるときは、当該道路の部分の構造の改善その他自動車騒音の大きさ

の減少に資する事項に関し、道路管理者又は関係行政機関の長に意見を述べることができる。 

  



 

振動規制法 

公布    ：昭和51年6月10日法律第64号 

 

 

第三章 特定建設作業に関する規制 

（特定建設作業の実施の届出） 

第十四条 指定地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建

設作業の開始の日の七日前までに、環境省令で定めるところにより、次の事項を市町村長に届け

出なければならない。ただし、災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必

要がある場合は、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 

三 特定建設作業の種類、場所、実施期間及び作業時間 

四 振動の防止の方法 

五 その他環境省令で定める事項 

２ 前項ただし書の場合において、当該建設工事を施工する者は、速やかに、同項各号に掲げる事

項を市町村長に届け出なければならない。 

３ 前二項の規定による届出には、当該特定建設作業の場所の付近の見取図その他環境省令で定め

る書類を添付しなければならない。 

（改善勧告及び改善命令） 

第十五条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する振動が環境省

令で定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境が著しく損

なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、その事態を除去す

るために必要な限度において、振動の防止の方法を改善し、又は特定建設作業の作業時間を変更

すべきことを勧告することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行つて

いるときは、期限を定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、当該施設又は工作物に係る建設工事の工期が遅延することによつて公共の福祉に

著しい障害を及ぼすおそれのあるときは、当該施設又は工作物に係る建設工事として行われる特

定建設作業について前二項の規定による勧告又は命令を行うに当たつては、生活環境の保全に十

分留意しつつ、当該建設工事の実施に著しい支障を生じないよう配慮しなければならない。 

第四章 道路交通振動に係る要請 

（測定に基づく要請） 

第十六条 市町村長は、第十九条の測定を行つた場合において、指定地域内における道路交通振動

が環境省令で定める限度を超えていることにより道路の周辺の生活環境が著しく損なわれてい

ると認めるときは、道路管理者に対し当該道路の部分につき道路交通振動の防止のための舗装、

維持又は修繕の措置を執るべきことを要請し、又は都道府県公安委員会に対し道路交通法（昭和

三十五年法律第百五号）の規定による措置を執るべきことを要請するものとする。 

２ 環境大臣は、前項の環境省令を定めようとするときは、あらかじめ、国家公安委員会に協議し

なければならない。 

３ 道路管理者は、第一項の要請があつた場合において、道路交通振動の防止のため必要があると



 

認めるときは、当該道路の部分の舗装、維持又は修繕の措置を執るものとする。 

  



 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

公布    ：昭和45年12月25日号外法律第137号 

 

 

（目的） 

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、

処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向

上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、

廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のもの（放射性物質

及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。 

２ この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

３ この法律において「特別管理一般廃棄物」とは、一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性そ

の他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政令で

定めるものをいう。 

４ この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲げる廃棄物をいう。 

一 事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラス

チック類その他政令で定める廃棄物 

二 輸入された廃棄物（前号に掲げる廃棄物、船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物（政令

で定めるものに限る。第十五条の四の五第一項において「航行廃棄物」という。）並びに本邦

に入国する者が携帯する廃棄物（政令で定めるものに限る。同項において「携帯廃棄物」とい

う。）を除く。） 

５ この法律において「特別管理産業廃棄物」とは、産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性そ

の他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政令で

定めるものをいう。 

６ この法律において「電子情報処理組織」とは、第十三条の二第一項に規定する情報処理センタ

ーの使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と、第十二条の三第一項に規定す

る事業者、同条第三項に規定する運搬受託者及び同条第四項に規定する処分受託者の使用に係る

入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

（国内の処理等の原則） 

第二条の二 国内において生じた廃棄物は、なるべく国内において適正に処理されなければならな

い。 

２ 国外において生じた廃棄物は、その輸入により国内における廃棄物の適正な処理に支障が生じ

ないよう、その輸入が抑制されなければならない。 

（国民の責務） 

第二条の四 国民は、廃棄物の排出を抑制し、再生品の使用等により廃棄物の再生利用を図り、廃

棄物を分別して排出し、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等により、廃棄物の減量

その他その適正な処理に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第三条 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなけれ



 

ばならない。 

２ 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努め

るとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となつた場合におけ

る処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難にならないような製品、容器

等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供

すること等により、その製品、容器等が廃棄物となつた場合においてその適正な処理が困難にな

ることのないようにしなければならない。 

３ 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し国

及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活動の促進を図り、

及び一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、一般廃棄物の処理に関

する事業の実施に当たつては、職員の資質の向上、施設の整備及び作業方法の改善を図る等その

能率的な運営に努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な技術的援助を与える

ことに努めるとともに、当該都道府県の区域内における産業廃棄物の状況をはあくし、産業廃棄

物の適正な処理が行なわれるように必要な措置を講ずることに努めなければならない。 

３ 国は、廃棄物に関する情報の収集、整理及び活用並びに廃棄物の処理に関する技術開発の推進

を図り、並びに国内における廃棄物の適正な処理に支障が生じないよう適切な措置を講ずるとと

もに、市町村及び都道府県に対し、前二項の責務が十分に果たされるように必要な技術的及び財

政的援助を与えること並びに広域的な見地からの調整を行うことに努めなければならない。 

４ 国、都道府県及び市町村は、廃棄物の排出を抑制し、及びその適正な処理を確保するため、こ

れらに関する国民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。 

  



 

大阪府生活環境の保全等に関する条例 

公布    ：平成６年３月23日大阪府条例第六号 

 

 

(自動車の使用者等の努力義務) 

第四十一条 道路運送車両法(昭和二十六年法律第百八十五号)第二条第二項に規定する自動車又

は同条第三項に規定する原動機付自転車(以下「自動車」という。)の使用者、当該自動車の整備

について責任を有する者又は運転者は、当該自動車に係る大気汚染防止法第二条第十四項に規定

する自動車排出ガス(以下「自動車排出ガス」という。)の低減を図るため、当該自動車の合理的

な使用、必要な整備、適正な運転等に努めなければならない。 

 (自動車の駐車時における原動機の停止) 

第四十一条の二 自動車の運転者は、自動車排出ガスの低減を図るため、駐車(自動車が客待ち、

荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的に停止(人の乗降のための停止を除く。)

をすること又は自動車が停止し、かつ、当該自動車の運転者がその自動車を離れて直ちに運転す

ることができない状態にあることをいう。以下同じ。)をする場合には、当該自動車の原動機を

停止しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 法令の規定若しくは警察官の命令により、又は危険を防止するために自動車を停止する場合 

二 自動車の原動機を貨物の冷蔵装置その他の附属装置(道路運送車両の保安基準(昭和二十六年

運輸省令第六十七号)第二十条第三項に規定する自動車の運転者室及び客室における冷房又は暖

房を行うための装置を除く。)の動力として使用する場合 

三 当該自動車が道路交通法施行令(昭和三十五年政令第二百七十号)第十三条第一項各号に掲げ

る自動車で、当該用務に使用中のものである場合 

四 前三号に掲げる場合のほか、自動車の原動機を停止できないことについてやむを得ない事情が

あるものとして規則で定める場合 

2 事業者は、その事業活動に関して自動車を運転する使用人その他の従業者に対し、当該自動車

が駐車をする場合(前項ただし書に該当する場合を除く。)には、当該自動車の原動機を停止する

よう指導しなければならない。 

 (駐車場の管理者の責務) 

第四十一条の三 駐車のための施設(以下「駐車場」という。)を管理する者は、当該駐車場を利用

する者に対し、当該駐車場内で駐車をする場合(前条第一項ただし書に該当する場合を除く。)

における自動車の原動機の停止を指導するとともに、周辺の生活環境が損なわれないよう必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

2 駐車の用に供する部分の面積が五百平方メートル以上の駐車場を管理する者は、看板、放送、

書面等により、当該駐車場を利用する者に対し、当該駐車場内で駐車をする場合(前条第一項た

だし書に該当する場合を除く。)においては原動機を停止すべきことの周知のための措置を講じ

なければならない。 

 (勧告) 

第四十一条の四 知事は、事業者の使用人その他の従業者がその事業活動に関して反復して第四十

一条の二第一項の規定に違反し、自動車から自動車排出ガスを発生させていると認める場合には、

当該事業者に対し、同条第二項の規定による指導を行うべきことその他の必要な措置を講ずべき

ことを勧告することができる。 

2 知事は、前条第二項の駐車場を管理する者が同項の周知のための措置を講じていないと認める

場合には、その者に対し、当該周知のための措置を講ずべきことを勧告することができる。 

  



 

第三節 建設作業に関する規制 

(特定建設作業の実施の届出) 

第九十三条 規制地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定

建設作業の開始の日の七日前までに、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を知事に届け

出なければならない。ただし、災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必

要がある場合は、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 

三 特定建設作業の種類、場所、実施期間及び作業時間 

四 騒音等の防止の方法 

五 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 前項ただし書きの場合において、当該建設工事を施工する者は、速やかに、同項各号に掲げる

事項を知事に届け出なければならない。 

3 前二項の規定による届出には、当該特定建設作業の場所の付近の見取図を添付しなければなら

ない。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第九十四条 知事は、規制地域内において行われる特定建設作業に伴って発生する騒音等が規則で

定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境が著しく損なわ

れると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、その事態を除去するた

めに必要な限度において、騒音等の防止の方法を改善し、又は特定建設作業の作業時間を変更す

べきことを勧告することができる。 

2 知事は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行っている

ときは、期限を定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

3 知事は、公共性のある施設又は工作物に係る建設工事として行われる特定建設作業について前

二項の規定による勧告又は命令を行うに当たっては、当該建設工事の円滑な実施について特に配慮

しなければならない。 

 

  



 

大阪府循環型社会形成推進条例 

公布 ：平成15年3月25日大阪府条例第六号 

 

 

 (目的) 

第一条 この条例は、大阪府環境基本条例(平成六年大阪府条例第五号)の理念にのっとり、循環型

社会の形成に関し、府、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、循環型社会の形成に関す

る施策の基本となる事項を定め、これに基づく施策を総合的かつ計画的に推進し、及び廃棄物の適

正な処理のために必要な規制等を行い、もって現在及び将来の府民の健康で文化的な生活の確保に

資することを目的とする。 

(府の責務) 

第三条 府は、循環型社会の形成に関する総合的な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有す

る。 

2 府は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、国及び他の地方公共団体との連絡調整を緊密

に行うよう努めるものとする。 

(事業者の責務) 

第四条 事業者は、その事業活動を行うに際しては、原材料等がその事業活動において廃棄物等と

なることを抑制するために必要な措置を講ずるとともに、原材料等がその事業活動において循環資

源となった場合には、これについて自ら適正に循環的な利用を行い、若しくはこれについて適正に

循環的な利用が行われるために必要な措置を講じ、又は循環的な利用が行われない循環資源につい

て自らの責任において適正に処分する責務を有する。 

2 製品、容器等の製造、販売等を行う事業者は、その事業活動を行うに際しては、当該製品、容

器等の耐久性の向上及び修理の実施体制の充実その他の当該製品、容器等が廃棄物等となることを

抑制するために必要な措置を講ずるとともに、当該製品、容器等の設計の工夫、材質又は成分の表

示及び当該製品、容器等が廃棄物となった場合の処分の方法に関する情報の提供等その他の当該製

品、容器等が循環資源となったものについて適正に循環的な利用が行われることを促進し、及びそ

の適正な処分が困難とならないようにするために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

3 前項に定めるもののほか、製品、容器等の製造、販売等を行う事業者は、自ら、当該製品、容

器等が循環資源となったものを引き取り、若しくは引き渡し、又はこれについて適正に循環的な利

用を行うよう努めるものとする。 

4 前三項に定めるもののほか、事業者は、その事業活動に際しては、再生品を使用すること等に

より循環型社会の形成に自ら積極的に努めるとともに、府が実施する循環型社会の形成に関する施

策に協力する責務を有する。 

(府民の責務) 

第五条 府民は、製品をなるべく長期間使用すること、再生品を使用すること、循環資源を分別し

て排出すること等により、製品等が廃棄物等となることを抑制し、製品等が循環資源となったもの

について適正に循環的な利用が行われることを促進するよう努めなければならない。 

2 前項に定めるもののほか、製品、容器等については、府民は、当該製品、容器等が循環資源と

なったものを前条第三項に規定する事業者に適切に引き渡すこと等により当該事業者が行う措置

に協力するよう努めるものとする。 

3 前二項に定めるもののほか、府民は、循環型社会の形成に自ら積極的に努めるとともに、府が

実施する循環型社会の形成に関する施策に協力する責務を有する。 

  



 

岸和田市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例 

公布 ：平成５年３月24日条例第８号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進するとともに廃棄物を適正に処理する

ことにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民の健康で快適な生活を確保するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137

号。以下「法」という。）の例による。 

２ この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 家庭廃棄物 一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物をいう。 

(２) 事業系廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物をいう。 

(３) 事業系一般廃棄物 事業系廃棄物のうち、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

(４) 特定家庭用機器廃棄物 特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）第２条第５項

に規定する特定家庭用機器廃棄物をいう。 

(５) 再利用 活用しなければ不要となる物又は廃棄物を再び利用すること又は資源として利

用することをいう。 

（市長の責務） 

第３条 市長は、あらゆる施策を通じて、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進するとともに、一

般廃棄物の適正な処理を図らなければならない。 

２ 市長は、前項の職務を果たすため、廃棄物の減量及び適正処理に関する市民及び事業者の意識

の啓発を図るよう努めなければならない。 

３ 市長は、廃棄物の処理及び再利用について市民の意見を聴く等市民参加を求め、これを施策に

反映させなければならない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。 

２ 事業者は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進する等により、廃棄物を減量しなければなら

ない。 

３ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合におい

て、その適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。 

４ 事業者は、廃棄物の減量その他適正な処理の確保に関し、市の施策に協力しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、廃棄物の発生を抑制し、再生品の使用、不用品の活用等により廃棄物の再生利用

を図り、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等により、廃棄物の減量に努めなければ

ならない。 

２ 市民は、廃棄物の減量及び適正な処理に関し、市の施策に協力しなければならない。 

（市長の減量義務） 

第６条 市長は、資源ごみ（市長が行う廃棄物の収集において、再利用を目的として分別して収集

する物をいう。）の収集等を行うとともに、物品の調達に当たっては、再生品を使用する等によ

り、自ら廃棄物の減量に努めなければならない。 

２ 市長は、再利用等による廃棄物の減量に関する市民の自主的な活動を促進するよう努めなけれ

ばならない。 

（事業者の減量義務） 

第７条 事業者は、再利用が可能な物の分別の徹底を図る等再利用を促進するために必要な措置を



 

講ずる等により、その事業系廃棄物を減量しなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再生資源及び再生品を利用するよう努めなけれ

ばならない。 

（廃棄物の発生抑制等） 

第８条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、長期間使用可能な製品の開発、製品の修理

体制の確保等廃棄物の発生の抑制に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等の再利用の容易性についてあ

らかじめ自ら評価し、再利用の容易な製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等の再利

用の方法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等の再利用を促進しなければ

ならない。 

（適正包装等） 

第９条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、自ら包装、容器等に係る基準を設定する等

により、その包装、容器等の適正化を図り、廃棄物の発生の抑制に努めなければならない。 

２ 事業者は、市民が商品の購入等に際して、当該商品について適正な包装、容器等を選択できる

ように努めるとともに、市民が包装、容器等を不要とし、又はその返却をする場合には、その回

収等に努めなければならない。 

（市民による減量） 

第10条 市民は、再利用が可能な物の分別を行うとともに、集団回収等の再利用を促進するための

市民の自主的な活動に参加し、協力する等により、廃棄物の減量及び資源の有効利用に努めなけ

ればならない。 

２ 市民は、商品を選択するに際しては、当該商品の内容及び包装、容器等を勘案し、廃棄物の減

量及び環境の保全に配慮した商品を選択するよう努めなければならない。 

 

 


